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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 

 
「次期がん対策推進基本計画に向けて小児がん拠点病院・連携病院と 

成人がん拠点病院等との連携に関する研究」 
研究分担者：松本 公一 国立成育医療研究センター 小児がんセンター長 

 

 
A. 研究目的 

がん医療の均てん化は、がん対策基本法第

2条で定められた基本理念の一つであるも

のの実態としては専門医の偏在など地域差

の存在が指摘されている。第２期のがん対

策推進基本計画において、重点的に取り組

むべき分野として小児がんが取り上げら

れ、2013年に７つのブロックで 15の拠点

病院が誕生した。2019年に小児がん連携

病院が全国に 140 施設あまり誕生したが、

地域によって選定要件は異なり、質が一定

ではないことが問題となっている。今回の

研究では、小児がん拠点病院・連携病院の

診療についての現状を明らかにし、成人診

療科との連携を中心に考察した。本研究の

目的は、小児がん拠点病院の指定要件の妥

当性を検証し、より集約化を進めるための

基礎資料を提供することを目的としてい

る。 

 

B. 研究方法 

小児がん中央機関で収集している“小児が

ん情報公開資料”

（https://www.ncchd.go.jp/center/activ

ity/cancer_center/cancer_hospitallist/

index.html）の 2016 年から 2020年までの

新入院患者数をもとに、小児がん拠点病

院・連携病院を評価した。また、厚労科研

研究要旨  
本研究は、小児がん拠点病院・連携病院の指定要件の妥当性を検証し、より集約化を進めるため

の基礎資料を提供することを目的としている。小児がん情報公開資料と QI研究参加している小児が

ん連携病院類型１の 105施設を対象とした QIデータから主として構造指標データを解析した。 

小児がん拠点病院に関しては、新入院患者数 30を基準にして大きな問題はないと考えられるが、

再発・難治をカウントするシステムが必要であると考えられた。15拠点という数に関しては、地域

差からもっと増やすべきという意見があった。小児がん連携病院での医療は比較的小規模で、構造

的に十分ではないことが明らかになり、大学病院・総合病院と小児病院の間で、小児がん医療に関

わる人員配置が大きく異なることも示された。類型１の人員配置、診療患者数に大きな差が認めら

れ、現状の枠では不十分な可能性が示唆された。 

長期フォローアップおよび AYA世代がんに関する成人診療科との連携は重要であり、成人診療科

に対する長期フォローアップの重要性の意識づけを行う必要がある。小児診療施設と成人診療施設

で、疾患ごとに分業し、医療と支援の両面からお互いの長所を活かしつつ、密接に連携を進めるた

めに、成人と小児の相談員のネットワークをより強固なものにすることが重要であると考えられ

た。 

https://www.ncchd.go.jp/
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費「次期がん対策推進基本計画に向けて小

児がん拠点病院および連携病院の小児がん

医療・支援の質を評価する新たな指標開発

のための研究（20EA1801）」（研究代表者：

松本公一）で収集した QIデータも構造指

標を中心として解析した。このデータは、

小児がん連携病院 146 施設のうち、類型１

(拠点病院と同等の機能を有する病院)とな

る 110施設を対象としており、2019 年診

療分に関して、小児がん連携病院

QI(2019)として選定された 構造指標

10、過程指標 8、結果指標 3の合計 21指

標を 2021年 5月に回収したものである。

今回、QI研究参加を表明した 105 施設

（95.5%）からの構造指標データを解析し

た。 

（倫理面への配慮） 

「小児がん診療に適合した医療の質を表す

指標（Quality Indicator:QI）の作成と小

児がん拠点病院における適応に関する研

究」は、国立成育医療研究センターの倫理

審査委員会にて承認を得ている（課題番号

1315, 2016 年 12 月 05日承認）。また、

「小児がん連携病院を対象とした小児がん

医療の質を表す指標（QI）の作成と小児が

ん連携病院における適応に関する研究」

は、国立成育医療研究センターの倫理審査

委員会にて承認を得た（課題番号 2020-

265,2021年１月４日承認）。 

 

C. 研究結果と考察 

1) 小児がん拠点病院の診療数に関する

検討 

現状では、年間 30件（血液疾患、固形腫

瘍疾患それぞれ 10件程度）以上の新規の

小児がん患者を診療することになってい

る。過去５年間の小児がん新規患者診療数

を、小児がん拠点病院情報公開資料にて調

査したところ、年間 30件以上診療してい

る施設は 181施設中 29施設（16%）ある。

この診療数条件を 40件以上に厳しくする

と、対象施設は 19施設に減少する。この

うち現状の小児がん拠点病院で基準を満た

すのは 14施設であり、ほとんどの現小児

がん拠点病院は条件を満たしていることに

なるが、拠点病院以外の５施設中４施設が

関東甲信越地域に集中しており、40施設

以上を条件とすると、地域分布の面で偏り

が生じる可能性は否定できない。 

 要件となる患者診療数に関しては、新患

のみでなく、再発・難治患者も要件に取り

入れるべきという意見が多い。新患患者数

は院内がん登録でも調査対象となってお

り、比較的客観的に調査可能な項目であ

る。しかし、再発患者数となると院内がん

登録からは調査可能とはならない。院内が

ん登録からは、紹介患者数のみが調査可能

となり、自施設で発症した再発患者数はカ

ウントできないため、実際の再発件数を表

しているとは言えないからである。さら

に、再発の定義が疾患によって異なってお

り、客観的なデータとして収集することは

困難である。 

 以上から、診療数の要件に関しては、現

状の 30件以上のままとするのが良いが、

今後再発・難治患者数を調査し、要件に条

件として記載する方法を考える必要がある

と考えられた。また、現行の小児がん拠点

病院からは、地域の偏在を考えて、15拠

点よりも多い拠点病院数とすべきという意

見もあった。 
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２）小児がん連携病院の類型に関する考

察 2021年 4月現在、小児がん連携病院は

146 施設であり、地域で小児がん拠点病院

と同等の機能を有すると考えられる類型１

は 110施設、特定のがん種、放射線治療を

行う類型２は 14 施設、長期フォローアッ

プを専門とする類型３は 47施設である。

それぞれのカテゴリーで重複があるため、

総和は一致していない。この類型１に関し

て、その診療実績と人員配置等を解析し

た。 

 

 
 

 小児がん新規患者診療数は、小児がん拠

点病院と連携病院類型１を合わせて 2955

名（年平均）であり、34.5%が小児がん拠

点病院、63.1%が連携病院類型１で診療さ

れている。連携病院類型１を新規患者診療

数で区分して解析した。すなわち５年間で

200 例以上の新患を診療する連携病院を連

携 200、同じく 100例以上を連携 100、50

例以上を連携 50、10例以上を連携 10とし

た。病院数は、連携 200が４施設、連携

100 が 32施設、連携 50が 42施設、連携

10が 30施設、であった。類型 1の中に連

携 10の基準を満たさない連携病院が２施

設あった。それぞれの区分での新規診療患

者数（年平均）は、連携 200が 189人、連

携 100が 864 人、連携 50が 603人、連携

10が 206人であった。この解析から、日

本の小児がん診療は、その２/３が小〜中

規模（年間 20例未満；連携 50以下）の病

院で行われていることが明らかになった。 

 

 

 

 以上から、連携病院類型 1を新規患者診

療数からさらに細分化して、年間 20例以

上の診療を行う連携病院を類型１-A、年間

10例以上を 1-B、それ以下を 1-Cとするこ

とができる。1-Cに関しては、地域の小児

がん診療を行うという役目を請け負うこと

は困難である可能性がある。しかし、1-C

に属する 33施設のうち、秋田、鳥取、高

知、佐賀の４県に関しては、県下にそのよ

うな小規模施設しか存在しないため、一概

に連携病院としての機能を果たさないと判

定することは困難である。地域の事情を考

慮した上で、連携病院を決定する必要があ

る。 

 小児がん連携病院の人員配置に関して、

小児がん専門医の数が少ない連携病院は

105施設中 57施設（0名 10施設；1名 47

施設）あり、全体の 56%であった。そのよ

うな施設で診療されている小児がん患者数

は全体の 43％にものぼり、専門医数が少

ない連携病院でもそれなりの数の小児がん

が診療されていることが明らかになった。 
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小児がん認定外科医に関して、小児がん

認定外科医がいない連携病院は 58施設

(62%)あり、そのような施設で診療されて

いる小児がん患者数は全体の 54％にもな

り、52％の手術が行われているということ

が明らかになった。しかしながら、この中

には、他院から応援を頼んだ手術や脳神経

外科などの手術が含まれている可能性があ

り、精査が必要である。なお、小児がん認

定外科医に関しては、小児血液がん学会の

研修施設要件に必須な人員であったが、こ

の条件を満たすことができない施設に対し

て「研修施設群」という仕組みで、新しい

研修体制が設定された。2022 年 4月か

ら、研修施設を認定研修施設（親施設）と

関連研修施設（子施設）に分け、1つの認

定研修施設と、１つまたは複数の関連研修

施設からなる「研修施設群」を形成するこ

とで、小児がん認定外科医の必須要件を緩

和することになっている。 

緩和医療認定医、専門医、指導医の配置

に関して、配置されていない病院は 25施

設あり、全体の 1/4であった。配置が進ん

でいない施設のうち、32%（8施設）は小

児施設であり、結果的に小児施設の中では

９施設中８施設（88%）で配置されていな

いことが明らかになった。小児がん診療に

おいても、緩和ケアは重要な位置を占め

る。小児施設での配置を高めるには、がん

に限らず、非がんにおいても緩和ケアの診

療報酬が算定できるような仕組み作りが必

要であると考えられた。 

 小児がん相談員の配置に関しては、小児

がん相談員がいない連携病院は 52施設

(51%)あり、そのような施設で診療されて

いる小児がん患者数は全体の 44％と多か

った。小児がん相談員研修は連携病院の選

定条件には必須でないブロックが多いた

め、設置が進んでいないことがひとつの課

題であると考えられた。 

 

３）長期フォローアップに関する成人診療

科との連携について 

 長期フォローアップに関しては、小児施

設から成人診療科への移行が、とりわけこ

ども病院で問題となっている。小児がん拠

点病院事業では、連携病院類型３が長期フ

ォローアップを担う病院として指定されて

いるが、ブロックによってその対応は異な

っている。例えば、東北ブロックは、全て

の類型１医療機関が類型３を兼ねている。

東海・北陸ブロックや九州・沖縄ブロック

では、一部の病院が類型 1と類型３を兼ね

ているが、北海道ブロック、関東・甲信越

ブロックや近畿ブロック、中四国ブロック

では、類型 1と独立して類型３施設が指定

されている。類型 1の大規模施設では長期

フォローアップを行うことは明白であるた

め、あえて類型３を指定する必要はないと

考えられる。しかしながら、患者サイドか

ら見れば、長期フォローアップをどこの病

院で行っているのかわかることは意味があ

り、それぞれの類型の定義を明らかにする

ことは必要である。 

 長期フォローアップの担い手は、成人診

療科であることは明白であるが、小児診療

科がある程度グリップしなければ、成人診

療科への移行の成功は得られない。現在、

小児診療科で診療されている長期フォロー

アップ対象小児がん患者は、長期フォロー

アップ研修会（LCAS）の成果もあり、早期

からの対応によって移行はある程度スムー
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ズに行われていると考えられるが、課題

は、成人診療科の意識づけとフォローアッ

プロスになっている小児がん経験者にあ

る。 

小児がん経験者が成人診療科に受診する場

合、長期フォローアップという概念が醸成

されていないため、ともすれば門前払いと

なることが散見されるため、成人診療科の

意識づけは重要である。成人診療科も積極

的に長期フォローアップ研修会（LCAS）に

参画し、あるいは都道府県のがん対策協議

会に小児施設が積極的に参加する仕組みを

作り、小児がんの現状を共有するなどの対

処が必要であると考えられる。 

 フォローアップロスになっている小児が

ん経験者に関しては、正確な情報提供を行

い、経験者の自立を促すことが重要であ

る。どの成人診療科が小児がんの長期フォ

ローアップを行っているかの情報提供は行

うべきであると考える。成人診療科との連

携としては、特に相談支援部門の連携をよ

り密にする必要がある。また、がんの子供

を守る会がフォローアップロスを掘り起こ

す研究を立ち上げ、小児がん経験者から数

珠繋ぎにフォローアップロス経験者を拾い

出すような仕組みを作成しており、一つの

モデルになることが期待される。 

 

４）AYA 世代がん患者への対応 

AYA という言葉の認知度に関しては、成人

診療科専門医の 874人中 385人（44.1％）

が知らないと答えたのに対して、小児診療

科専門医では 169 人中 163人（96.4％）が

知っていると答え（p<0.0001）、AYAとい

う言葉の認知度は小児診療科では非常に高

いことが明らかになっている。まずは、成

人診療科に AYA世代がん(AYA 世代に発症

するがん患者と AYA世代になった小児がん

経験者)に関して理解を促すことが重要で

ある。 

AYA世代がんに関しては、疾患によって５

つに分類され、それぞれで対応策が異なる

ことが報告されている。小児診療施設と成

人診療施設で、疾患ごとに分業し、医療と

支援の両面からお互いの長所を活かしつ

つ、密接に連携を進めることで、日本の

AYA世代のがん診療・支援をよりよいもの

にする必要がある。そのための一つの方策

として、成人と小児の相談員のネットワー

クをより強固なものにすることが重要であ

る。 

 

 

D. 結論 

小児がん拠点病院に関しては、新入院患者

数 30を基準にして大きな問題はないと考

えられるが、再発・難治をカウントするシ

ステムが必要であると考えられた。15拠

点という数に関しては、地域差からもっと

増やすべきという意見があった。小児がん

連携病院での医療は比較的小規模で、構造

的に十分ではないことが明らかになり、類

型１の人員配置、診療患者数に大きな差が

認められ、現状の枠では不十分な可能性が

示唆された。また、大学病院・総合病院と

小児病院の間で、小児がん医療に関わる人

員配置が大きく異なることも示された。 

 長期フォローアップおよび AYA世代がん

に関する成人診療科との連携は重要であ

り、成人診療科に対する長期フォローアッ

プの重要性の意識づけを行う必要がある。

小児診療施設と成人診療施設で、疾患ごと
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に分業し、医療と支援の両面からお互いの

長所を活かしつつ、密接に連携を進めるた

めに、成人と小児の相談員のネットワーク

をより強固なものにすることが重要であ

る。 
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